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令和２年度沖縄市一般会計予算 

 

 

令和２年度沖縄市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 79,752,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担 

する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」に 

よる。 

 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債 

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額 

は、10,000,000千円と定める。 

 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の 

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

令和２年２月１８日提出 

 

沖縄市長 桑 江 朝千夫     

 

 

 



第 １ 表 　歳 入 歳 出 予 算

  1  歳   入 （単位：千円）

款 項

1 市　　税 15,415,808

1 市 民 税 6,243,186

2 固定資産税 8,133,770

3 軽自動車税 448,088

4 市たばこ税 590,763

5 特別土地保有税 1

2 地方譲与税 273,395

1 地方揮発油譲与税 68,247

2 自動車重量譲与税 193,509

3 地方道路譲与税 1

4 森林環境譲与税 11,284

5 特別とん譲与税 354

3 利子割交付金 6,144

1 利子割交付金 6,144

4 配当割交付金 22,199

1 配当割交付金 22,199

5 株式等譲渡所得割交付金 19,634

1 株式等譲渡所得割交付金 19,634

6 法人事業税交付金 64,350

1 法人事業税交付金 64,350

7 地方消費税交付金 2,534,715

1 地方消費税交付金 2,534,715

8 環境性能割交付金 23,560

1 環境性能割交付金 23,560

9
国有提供施設等所在市町村助成
交付金

1,384,084

1
国有提供施設等所在市町村助成
交付金

1,384,084

10 地方特例交付金 81,225

1 地方特例交付金 81,225

11 地方交付税 10,887,726

1 地方交付税 10,887,726

12 交通安全対策特別交付金 19,538

1 交通安全対策特別交付金 19,538

金 額
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（単位：千円）

款 項

13 分担金及び負担金 423,525

1 分 担 金 1

2 負 担 金 423,524

14 使用料及び手数料 714,323

1 使 用 料 465,269

2 手 数 料 249,054

15 国庫支出金 26,184,364

1 国庫負担金 16,995,998

2 国庫補助金 9,143,235

3 委 託 金 45,131

16 県支出金 9,143,442

1 県負担金 4,891,993

2 県補助金 3,977,222

3 委 託 金 274,227

17 財産収入 1,263,064

1 財産運用収入 1,263,022

2 財産売払収入 42

18 寄 附 金 31,219

1 寄 附 金 31,219

19 繰 入 金 4,490,173

1 特別会計繰入金 90,048

2 基金繰入金 4,400,125

20 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

21 諸 収 入 490,949

1 延滞金・加算金及び過料 25,649

2 市預金利子 364

3 貸付金元利収入 27,575

4 受託事業収入 1,355

5 雑　　入 436,006

22 市　　債 6,278,562

1 市　　債 6,278,562

79,752,000

金 額

歳 入 合 計
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  2  歳   出 （単位：千円）

款 項

1 議 会 費 397,694

1 議 会 費 397,694

2 総 務 費 6,003,199

1 総務管理費 4,887,738

2 徴 税 費 613,183

3 戸籍住民基本台帳費 308,273

4 選 挙 費 74,707

5 統計調査費 74,928

6 監査委員費 44,370

3 民 生 費 40,424,564

1 社会福祉費 13,043,302

2 児童福祉費 17,688,196

3 生活保護費 9,693,065

4 災害救助費 1

4 衛 生 費 4,215,639

1 保健衛生費 2,157,428

2 清 掃 費 2,058,211

5 労 働 費 87,380

1 労働諸費 87,380

6 農林水産業費 353,348

1 農 業 費 299,237

2 林 業 費 17,574

3 水産業費 36,537

7 商 工 費 8,582,205

1 商 工 費 8,582,205

8 土 木 費 5,418,219

1 土木管理費 201,213

2 道路橋りょう費 1,345,541

3 河 川 費 2

4 港 湾 費 685

5 都市計画費 2,591,062

6 住 宅 費 1,279,716

金 額
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（単位：千円）

款 項

9 消 防 費 1,145,012

1 消 防 費 1,145,012

10 教 育 費 9,549,965

1 教育総務費 1,342,641

2 小学校費 3,094,331

3 中学校費 1,111,879

4 幼稚園費 1,715,926

5 社会教育費 615,457

6 保健体育費 1,669,731

11 災害復旧費 4

1 農林水産施設災害復旧費 2

2 公共土木施設災害復旧費 2

12 公 債 費 3,414,770

1 公 債 費 3,414,770

13 諸支出金 1

1 普通財産取得費 1

14 予 備 費 160,000

1 予 備 費 160,000

79,752,000

金 額

歳 出 合 計
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第２表 債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 6 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 5 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 4 年度まで

令和 2 年度から

令和 4 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 16 年度まで

社会福祉センター・男女共同参画センター設備保守委
託料

733

福祉文化プラザ設備保守委託料 618

介護保険印刷関連業務委託料（低所得者利用者負担対
策事業）

31

生活保護システム導入委託料 41,144

生活保護システムデータ移行委託料 9,610

農業振興地域整備計画策定業務委託料 5,901

小口資金融資損失補償金 7,000

自動交付機借上料 2,552

第６次沖縄市地域保健福祉（活動）計画策定業務委託
料

5,528

27,544

申告支援システム借上料 22,136

家屋評価図形計算システム借上料

事　　　　　　　　項 期　　　　間 限 度 額

人事給与等システム借上料 52,513

人事給与等システム保守委託料

市民課窓口等業務委託料 203,102

車両管理システム保守委託料 1,056

電話催告システム借上料（再リース） 1,353

5,716
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第２表 債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

事　　　　　　　　項 期　　　　間 限 度 額

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 4 年度まで

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

泡瀬市営住宅建替事業（第２期）機械設備工事請負費 107,841

市営住宅指定管理者委託料 406,352

泡瀬市営住宅建替事業（第２期）建築工事請負費 925,980

泡瀬市営住宅建替事業（第２期）工事監理業務委託料 19,320

泡瀬市営住宅建替事業（第２期）電気設備工事請負費 86,877

泡瀬市営住宅建替事業（第２期）設計意図伝達業務委
託料

10,141

泡瀬市営住宅建替事業（第２期）物件移転補償金 33,230

小中学校公用車借上料 41,810

コザ小学校空調機能復旧工事監理業務委託料 4,463

コザ小学校空調機能復旧工事請負費 78,257

小学校印刷機借上料 1,347

小学校複合機借上料 7,372

美原小学校校舎併行防音工事監理業務委託料 400

美原小学校校舎併行防音工事請負費 27,326

美原小学校校舎新増改築工事監理業務委託料 12,980

美原小学校校舎新増改築工事意図伝達業務委託料 5,411
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第２表 債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

事　　　　　　　　項 期　　　　間 限 度 額

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

美原小学校校舎新増改築工事請負費 357,309

美東幼稚園園舎併行防音工事請負費 40,668

中学校印刷機借上料 1,347

中学校複合機借上料 4,915

島袋幼稚園園舎新増改築工事監理業務委託料 8,150

島袋幼稚園園舎新増改築工事意図伝達業務委託料 3,379

島袋幼稚園園舎新増改築工事請負費 357,683

島袋幼稚園園舎併行防音工事監理業務委託料 489

島袋幼稚園園舎併行防音工事請負費 32,298

美東幼稚園園舎新増改築工事監理業務委託料 12,012

美東幼稚園園舎新増改築工事意図伝達業務委託料 4,853

美東幼稚園園舎新増改築工事請負費 376,349

美東幼稚園園舎併行防音工事監理業務委託料 667

美東幼稚園園舎太陽光発電設備工事監理業務委託料 1,779

美東幼稚園園舎太陽光発電設備工事請負費 74,114

第２調理場改築事業工事設計意図伝達業務委託料 6,368
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第２表 債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

事　　　　　　　　項 期　　　　間 限 度 額

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 3 年度まで

令和 2 年度から

令和 7 年度まで

第２調理場改築事業工事監理業務委託料 12,659

第２調理場改築事業工事請負費 2,652,910

学校給食調理等業務委託料 570,933
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第３表　地方債

（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

総務債 175,500

民生債 734,400

衛生債 1

労働債 1

農林水産業債 5,700

商工債 1,482,600

道路橋りょう債 140,500

河川債 1

都市計画債 215,500

住宅債 512,700

消防債 1

小学校債 800,200

中学校債 227,500

幼稚園債 383,900

社会教育債 47,400

保健体育債 191,200

災害復旧債 2

臨時財政対策債 1,361,456

計 6,278,562

証書借入又は証
券発行

年6.0%以内（た
だし、利率見直
し方式で借り入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者
と協定するもの
による。ただ
し、市財政の都
合により据置期
間及び償還期限
を短縮し、又は
繰上償還もしく
は低利に借換え
することができ
る。
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